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連 結 注 記 表 
 

Ⅰ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 
 

 １．連結の範囲に関する事項 
   連結子会社の数  7 社  

連結子会社の名称： ソーダニッカビジネスサポート株式会社 

曹達日化商貿（上海）有限公司 

PT.SODA NIKKA INDONESIA 

株式会社日本包装 

SODA NIKKA VIETNAM CO.,LTD. 

モリス株式会社 

株式会社日進 

 

 

 ２．連結子会社の事業年度に関する事項 
    連結子会社のうち、曹達日化商貿（上海）有限公司、PT.SODA NIKKA INDONESIA 

   及び SODA NIKKA VIETNAM CO.,LTD.の決算日は 12 月 31 日であります。連結計算 

   書類作成の基礎となる計算書類を作成するに当たっては同日現在の計算書類を 

   使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を 

   行っております。 
 

 

 ３．会計方針に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ①有価証券 

    その他有価証券 

    ・時価のあるもの 

   連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理しており、売却原価は移動

平均法により算定しております。 

・時価のないもの  

   移動平均法に基づく原価法によっております。 

   ②デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価方法 

      時価法によっております。 

   ③たな卸資産 

     商品及び製品は移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）によっております。 

 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く） 

      定率法によっております。 

ただし、1998 年４月 1 日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016 年４月 1 日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法によ

っております。 

       なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物     ３～４７年    構築物     ７～６０年 

      車両運搬具  ４年       
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   ②無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

   ③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

 （３）重要な引当金の計上方法 

   ①貸倒引当金 

      売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

   ②賞与引当金 

     従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度

において負担すべき額を計上しております。 

   ③役員賞与引当金 

     役員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度に

おいて負担すべき額を計上しております。 

   ④損害補償損失引当金 

     将来の損害補償の履行に伴い発生するおそれのある損失に備えるため、損

失の見込額を計上しております。 

 

 （４）退職給付に係る負債の計上基準 

   ①退職給付見込額の期間帰属方法 

     退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

   ②数理計算上の差異の費用処理方法 

     数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それ

ぞれその発生時より費用処理しております。 

 

 （５）重要な外貨建ての資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。 

なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結会計年度末日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

 （６）重要なヘッジ会計の方法 

   ①ヘッジ会計の方法 

      繰延ヘッジ処理によっております。 

      なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理

を行っております。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

      外貨建取引（金銭債権債務、予定取引）をヘッジ対象とし、為替予約をヘ

ッジ手段として用いております。 
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  ③ヘッジ方針 

      外貨建取引の為替変動リスクをヘッジするために為替予約取引を用いてお

り、外貨建取引（金銭債権債務、予定取引）の範囲内で為替予約を行ってお

ります。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 

      ヘッジ手段に関する重要な条件がヘッジ対象と同一であり、ヘッジ開始時

及びその後においても継続して相場変動が完全に相殺されるものであると想

定することができるためヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 

 （７）消費税等の会計処理 

      消費税等は税抜方式によっております。 

 

４．未適用の会計基準等 

   ・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020

年３月 31 日） 

      

（１）概要 

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステッ

プを適用し認識されます。 
ステップ 1： 顧客との契約を識別する。 

ステップ 2： 契約における履行義務を識別する。 

ステップ 3： 取引価格を算定する。 

ステップ 4： 契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ 5： 履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識す

る。 
 

（２）適用予定日 

2022 年 3 月期の期首より適用予定であります。 

 

（３）当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。 
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Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記 

１. 担保提供資産       

  (1) 建物及び構築物  0 百万円 

    土地  34 百万円 

       計  35 百万円 

  対応債務   短期借入金 1,600 百万円 

  (2) 投資有価証券  2,783 百万円 

  対応債務   支払手形及び買掛金 10,402 百万円 

２. 有形固定資産の減価償却累計額 2,679 百万円 

３. 「土地の再評価に関する法律」(1998 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)及び「土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律」(2001 年 3 月 31 日改正)に基づき、事

業用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税

金負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純

資産の部に計上しております。 
   再評価の方法 … 「土地の再評価に関する法律施行令」(1998 年 3 月 31 日 

          公布政令第 119 号) 第 2 条第 4号に定める路線価及び路線 

          価のない土地は第 2条第 3号に定める固定資産税評価額に 

          基づいて、合理的な調整を行って算出しております。 
    再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と 

再評価後の帳簿価額との差額（時価が帳簿価額を下回る 

金額）                 …………… 318 百万円 

 

Ⅲ 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 普通株式   25,168,000 株 

 

２．自己株式に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末 

普通株式(注) 226,176 株 30 株   33,529 株 192,677 株 

（注）増減の内訳は次のとおりであります。 

    単元未満株式の買取による増加 30 株 

    譲渡制限付株式報酬に係る株式の処分による減少 33,529 株 

 

３．配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

 決 議 株式の種類 配当の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

 
2019 年 5 月 9日 

取締役会 
普通株式 174 百万円 7.00 円 2019 年 3 月 31 日 2019 年 6 月 26 日 

 
2019 年 11 月 5 日 

取締役会 
普通株式 174 百万円 7.00 円 2019 年 9 月 30 日 2019 年 12 月 2 日 
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 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年

度となるもの 

 決 議 株式の種類 配当の原資 配当の総額 
１株当たり

配当額 
基準日 効力発生日 

 
2020 年 5 月 18 日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 174 百万円 7.00 円 2020 年 3 月 31 日 2020 年 6 月 24 日 

 

Ⅳ 金融商品に関する注記 

 １．金融商品の状況に関する事項 

     当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機

関からの借入により資金を調達しております。 

     受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリス

ク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式

については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

     借入金の使途は運転資金であります。 

     デリバティブは、海外取引における為替変動リスクを 小限にとどめ、利益管

理を適切にするために行うもので、先物為替予約を外貨の使途が明らかな場合の

み行っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

     2020 年 3 月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価

及びこれらの差額については、次のとおりであります。 
 

                                        （単位：百万円） 

  
連結貸借対照表 

計上額（*１） 
時価（*１） 差額 

 （１）現金及び預金 10,323 10,323 ―   

 （２）受取手形及び売掛金 33,497 33,497 ―   

 （３）投資有価証券      

    その他有価証券 9,579 9,579 ―   

 （４）支払手形及び買掛金 (25,921) (25,921) ―   

 （５）短期借入金 (5,040) (5,040) ―   

（６）デリバティブ取引（*２） 2 2 ―   

    （*１）負債で計上されているものについては、（  ）で示しております。 

    （*２）デリバティブ取引は、債権・債務を差引した合計を表示しております。 

   （注 1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

    （１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 

    （３）投資有価証券 

      これらの時価について、株式は取引所の相場によっております。 

    （４）支払手形及び買掛金、並びに（５）短期借入金 

      これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 

    （６）デリバティブ取引 

      これらの時価は、決算期末日における先物為替相場によっております。 

    （注 2）非上場株式（連結貸借対照表計上額 173 百万円）及び関係会社株式（連結貸借対照表計上

額 0百万円）は市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表

には含めておりません。 
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Ⅴ １株当たり情報に関する注記 

 １． １株当たり純資産額  936 円 51 銭 

 ２． １株当たり当期純利益  33 円 67 銭 

 

Ⅵ その他の注記 

  金額の端数処理 

   百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

 １．有価証券の評価基準及び評価方法 
 

 （１）関係会社株式 

     移動平均法に基づく原価法によっております。 
 

 （２）その他有価証券 
 

    ・時価のあるもの 

      期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

      なお、評価差額は全部純資産直入法により処理しており、売却原価は移動

平均法により算定しております。 
 

    ・時価のないもの 

      移動平均法に基づく原価法によっております。 

 

 ２．デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務の評価基準及び評価 

方法   
 

    時価法によっております。 

 

 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 

    商品は移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定）によっております。 

 

 ４．固定資産の減価償却の方法 
 

 （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

    定率法によっております。 

      ただし、1998 年４月 1日以降取得した建物（建物附属設備は除く）並びに 2016

年４月 1 日以降取得した建物附属設備及び構築物については定額法によってお

ります。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物     ３～４７年   構築物   ７～６０年 

      機械及び装置 ７～１７年   車両運搬具 ４年       

      工具器具備品 ２～２０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

    自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基 

   づく定額法によっております。 

（３）リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

    

 ５．引当金の計上方法 
 

 （１）貸倒引当金 

    売掛金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ 

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

 
 

 （２）賞与引当金 

    従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度において

負担すべき額を計上しております。 
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（３）役員賞与引当金 

    役員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度において負

担すべき額を計上しております。 

 

（４）退職給付引当金 

    ①退職給付見込額の期間帰属方法 

    退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

    ②数理計算上の差異の費用処理方法 

    数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれその発生

時より費用処理しております。 

 

（５）損害補償損失引当金 

    将来の損害補償の履行に伴い発生するおそれのある損失に備えるため、損失の

見込額を計上しております。 

 

６．ヘッジ会計の方法 

 （１）ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。 

    なお、為替予約について振当処理の要件を満たしている場合は、振当処理を行

っております。 

 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

    外貨建取引（金銭債権債務、予定取引）をヘッジ対象とし、為替予約をヘッジ

手段として用いております。 

 （３）ヘッジ方針 

    外貨建取引の為替変動リスクをヘッジするために為替予約取引を用いており、

外貨建取引（金銭債権債務、予定取引）の範囲内で為替予約を行っております。 

 （４）ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段に関する重要な条件がヘッジ対象と同一であり、ヘッジ開始時及び

その後においても継続して相場変動が完全に相殺されるものであると想定するこ

とができるためヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 

 ７．退職給付に係る会計処理 
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類に

おけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 

 ８．消費税等の会計処理 
 

     消費税等は、税抜方式によっております。 
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記 

１. 担保提供資産       

     (1) 建物及び構築物  0 百万円 

    土地  34 百万円 

       計  35 百万円 

  対応債務   短期借入金 1,600 百万円 

  (2) 投資有価証券  2,783 百万円 

  対応債務   支払手形及び買掛金 10,402 百万円 

２. 有形固定資産の減価償却累計額 2,228 百万円 

 ３． 関係会社に対する債権・債務 短期金銭債権  367 百万円 

   短期金銭債務  44 百万円 

４. 「土地の再評価に関する法律」(1998 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)及び「土地の再

評価に関する法律の一部を改正する法律」(2001 年 3 月 31 日改正)に基づき、事業

用土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金

負債」として負債の部に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。 
   再評価の方法 … 「土地の再評価に関する法律施行令」(1998 年 3 月 31 日 

          公布政令第 119 号) 第 2 条第 4号に定める路線価及び路線 

          価のない土地は第 2条第 3号に定める固定資産税評価額に 

          基づいて、合理的な調整を行って算出しております。 
    再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額（時価が帳簿価額を下回る金額） 

                       …… 318 百万円 

 

Ⅲ 損益計算書に関する注記 

 関係会社との取引高      

 営業取引による取引高      

 売  上  高  1,509 百万円   

 仕  入  高  572 百万円   

  その他の営業取引高  227 百万円   

 営業取引以外の取引による取引高  1 百万円   

 

 

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記 

自己株式に関する事項    

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末 

普通株式(注) 226,176 株 30 株 33,529 株 192,677 株 

（注）増減の内訳は次のとおりであります。 

     単元未満株式の買取による増加 30 株 

譲渡制限付株式報酬に係る株式の処分による減少 33,529 株 
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Ⅴ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因    

  （繰延税金資産）    

    貸倒引当金  9 百万円 

    賞与引当金  84 百万円 

    退職給付引当金  301 百万円 

    投資有価証券評価損  141 百万円 

    関係会社株式評価損  61 百万円 

    会員権評価損  12 百万円 

    その他  103 百万円 

   繰延税金資産小計  714 百万円 

    評価性引当額  △257 百万円 

   繰延税金資産合計  457 百万円 

  （繰延税金負債）    

    その他有価証券評価差額金 △1,355 百万円 

    固定資産圧縮積立金  △31 百万円 

    その他  △1 百万円 

   繰延税金負債合計  △1,387 百万円 

   繰延税金負債の純額  △930 百万円 

 

 

Ⅵ １株当たり情報に関する注記 

１． １株当たり純資産額  927 円 43 銭 

２． １株当たり当期純利益  27 円 38 銭 

 

 

Ⅶ その他の注記 

  金額の端数処理 

   百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 


